
令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証

事業概要（実施計画記載内容） 効果検証

1

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
支給事業【物価高騰対
策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　13,499世帯×70
千円
事務費　　18,317千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（13,499世帯）

対象世帯に対して令和6年1月ま
でに支給を開始する

ホームページ等 R6.1.4 R6.6.27 955,016,704 955,016,704
低所得
世帯支
援枠

1月中旬　対象者に通知発送
1月31日　第1回目支給
6月27日　支給終了

対象世帯に対して13,499件、
総額944,930,000円の給付金
を支給した。

給付金を支給することで、物
価高騰による負担増により、
特に家計への影響が大きい
低所得世帯（住民税非課税世
帯）を支援することができた。

生活支援
課

2

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
支給事業（住民税均等
割のみ課税世帯分）【物
価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行
う。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　2,200世
帯×100千円
事務費　　10,055千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④令和５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（2,200世帯）

対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ等 R6.2.22 R6.10.10 226,494,338 226,494,338

給付
金・定
額減税
一体支
援枠

3月中旬　対象者に通知発送
3月29日　第1回目支給
10月10日　支給終了

対象世帯に対して2,200件、総
額220,000,000円の給付金を
支給した。

給付金を支給することで、物
価高騰による負担増により、
特に家計への影響が大きい
低所得世帯（住民税均等割の
み課税世帯）を支援すること
ができた。

生活支援
課

3

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
支給事業（子育て世帯
加算分）【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行
う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税・均等割のみ課税世帯
の子供の人数　1,684人×50千円
④R５年度分の住民税非課税・均等割のみ課税世帯の子供
（1,684人）

対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ等 R6.2.22 R6.7.10 84,200,000 84,200,000

給付
金・定
額減税
一体支
援枠

3月中旬　対象者に通知発送
4月10日　第1回目支給
7月10日　支給終了

対象世帯に対して1,684人分、
総額84,200,000円の給付金を
支給した。

給付金を支給することで、物
価高騰による負担増により、
特に家計への影響が大きい
低所得世帯（住民税非課税・
均等割のみ課税世帯）を支援
することができた。

生活支援
課

10
学校給食費保護者負担
軽減事業

①
物価高騰により経済的に影響を受けている子育て世帯に対する
支援として、児童生徒の学校給食費の援助及び、アレルギーや宗
教などを理由に学校給食を喫食することができず、毎日お弁当を
持参している世帯に対し、学校給食費相当額を援助することで、
保護者負担の軽減を図るもの。
②、③
手数料　6,380円
負担金、補助及び交付金　124,743,800円
④
市内公立小・中学校で学校給食の提供を受けている児童生徒の
保護者およびアレルギーや宗教などを理由に、学校給食を欠食し
給食費を支払わずに、毎日お弁当を持参している児童生徒の保
護者（牛乳のみを喫食し、他は弁当を持参している者を含む）
※生活保護世帯及び就学援助世帯については、それらの制度か
ら既に援助されているため対象外といたします。

・対象に対し３月末までに１０割
支給（支援）する。
・児童生徒の学校給食費の援助
に加え、お弁当持参者にも学校
給食費相当額を援助することで、
学校給食に関する全家庭におけ
る費用負担の軽減をする。

市公式ホームページ、SNSでの
情報発信、リーバーを活用した
一斉通知、献立表に事業内容を
掲載し周知

R5.12.26 R6.3.31 121,120,472 121,120,472
生活者
支援

12/15　各小中学校へ事業の実施について通知
12/20　保護者に対してリーバーで事業に関し周知
【自校給食校】
1/18　概算額にて交付
3/18以降　学校給食終了後、確定額にて精算処理（3/19戻
入処理により額確定）
【センター校】
3/25以降　学校給食終了後、補助額確定
3/26　額確定（検収日）
4/18に支払い
【お弁当持参者】
2月上旬　交付申込受付
3/18以降　学校給食終了後、喫食数確定し請求。
3/26　額確定（検収日）
4/25に支払い
振込手数料3/31額確定　5/31支払い

公立小中学校、全２７校の児
童生徒の保護者へ学校給食
の費用補助を実施した。

保護者負担の軽減を図ること
ができた。

学校給食
課

11
保育施設等給食費保護
者負担軽減事業

①
物価高騰により経済的に影響を受けている子育て世帯に対する
支援として、幼稚園及び保育施設等を利用する保護者が負担して
いる給食費に係る費用の３ヶ月相当分を支援するもの。
②、③
通信運搬費　1,584,000円 （郵送代）
委託料　48,000,000円（クオカード発送手数料）
④
令和６年１月１日現在、入間市在住で公立保育所、民間保育園、
認定こども園、幼稚園を利用する３歳から５歳クラスに在籍する児
童及び保護者。（幼稚園は満３歳児以上から５歳クラス）

・対象となる保護者の１０割に支
給（支援）する
　・保育施設等を利用する保護
者の経済的負担を軽減する

対象となる保護者へ郵送による
お知らせ、市公式ホームページ
で情報発信

R5.12.26 R6.3.31 45,511,063 45,511,063
生活者
支援

・R5/12/19　ミニ指名
・R5/12/20　契約
・R5/1/4～　対象者データ抽出作業
・R6/1/11　対象者データ提供
・R6/1/25　受給意向確認通知発送
・R6/2/1　 通知処理委託料支払い
・R6/2/5　 受給拒否期限
・R6/2/27　クオカード発送
・R6/3/4　 クオカード発送処理委託料支払い
・R6/3/21　追加送付
・R6/3/29　追加送付分郵送料

対象となる保護者の１０割に
支給（支援）実施(2,879人)

保育施設等を利用する保護
者の経済的負担を軽減でき
た。

保育幼稚
園課

12
保育施設等保育料保護
者負担軽減事業

①
物価高騰により経済的に影響を受けている子育て世帯に対する
支援として、保育施設等を利用する保護者が負担する保育料（０
～２歳）の一部を支援するもの。
②、③
時間外勤務手当　75,000円
消耗品費（一般事務用品）　13,000円
通信運搬費（郵送代）　118,000円
手数料　94,600円
補助及び交付金　21,000,000円
④
令和６年１月１日現在、入間市在住で公立保育所、民間保育園、
認定こども園、地域型保育事業所を利用する市内在住の０歳から
２歳クラスに在籍する児童及び保護者。

・対象となる保護者の１０割に支
給（支援）する
　・保育施設等を利用する保護
者の経済的負担を軽減する

対象となる保護者へ郵送による
お知らせ、市公式ホームページ
で情報発信

R5.12.26 R6.3.31 19,915,715 19,915,715
生活者
支援

・R6/1/4～　対象者データ抽出作業
・R6/1/11　応援職員辞令交付
・R6/1/25　受給意向確認通知発送（口座登録有の方）
・R6/1/25　申請書発送（口座登録無の方）
・R6/2/5　受給拒否期限
・R6/2/29　１回目支払
・R6/3/19　２回目支払
・R6/3/29　振込手数料（2月分）支払

対象となる保護者の１０割に
支給（支援）実施(666人)

保育施設等を利用する保護
者の経済的負担を軽減でき
た。

保育幼稚
園課

実施計
画事業
番号

事業名称 所管課①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
実施計画における成果目標 市民への周知方法 成果目標に対する実績

実施内容（事業実績）事業始期
事業の評価（効果）

決算額
実施
区分うち交付金充

当額

事業
完了日



令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実施状況及び効果検証

事業概要（実施計画記載内容） 効果検証
実施計
画事業
番号

事業名称 所管課①目的・効果　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
実施計画における成果目標 市民への周知方法 成果目標に対する実績

実施内容（事業実績）事業始期
事業の評価（効果）

決算額
実施
区分うち交付金充

当額

事業
完了日

13
保育所等物価高騰対策
給付事業

①
物価高騰の影響を受けた幼稚園及び保育施設等の事業者に対し
て、埼玉県が実施する「埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業」
の補助金（県対象施設分・基準額1/2補助）を活用した支援を実施
し、持続的かつ安定的なサービス事業の提供を図ることができる
よう援助するもの。
②、③
補助及び交付金　4,907,000円
④
市内の県事業対象施設（民間保育園、認定こども園、地域型保育
事業所、認可外保育施設(居宅訪問型を除く)）、公設民営保育所、
私立幼稚園。

・対象となる施設の１０割に支給
（支援）する
　・保育施設等の持続的かつ安
定的なサービス事業の提供を図
る。また施設負担を補助すること
で利用者への転嫁を抑制する。

対象となる施設へ通知、市公式
ホームページで情報発信 R5.12.26 R6.3.22 3,006,898 3,006,898

事業者
支援

・R6/2/7 埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金申
請
・R6/2/16(提出期限) 各施設から補助金申請書提出・受付
・R6/2/22 各施設へ決定通知
・R6/3/8  各施設へ支払い
・R6/3/6　埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金
実績報告
・R6/3/22 埼玉県保育所等物価高騰対策給付事業補助金
入金

41施設中40施設に補助実施
（1施設は補助該当事項無）

給食材料費やガス燃料など
物価高騰に苦慮する施設の
負担を軽減し、施設を利用す
る児童、保護者への価格転
嫁防止、子育て世帯の負担
増を抑制することができた。

保育幼稚
園課

14
スポーツ・レクリエーショ
ン活動応援事業

①
市内でスポーツ・レクリエーション活動を行う団体及び個人は、ス
ポーツ・レクリエーション活動を維持するための用具代や遠征や合
宿にかかる移動費等の物価高騰により負担が生じている。スポー
ツ・レクリエーション団体及び個人に対し一定額を給付することで、
負担を軽減し、スポーツ・レクリエーションの活動を継続させるとと
もに活性化を図るもの。
②、③
通信運搬費　 23,000円（郵送代）
手数料　　　 　66,000円
補助及び交付金　10,800,000円
④
(1)　入間市スポーツ・レクリエーション大会出場選手奨励金の交付
を受けた団体及び個人
(2)　以下の団体であって、会員の半数以上が入間市在住、かつ
月２回以上活動していること。なお、令和５年１２月１日時点で登録
されている団体とする。
・入間市スポーツ協会加盟団体登録チーム
　・学校体育施設利用登録団体
　・地区体育館利用登録団体
　・上記団体に登録していないが市内で活動しているスポーツ・レ
クリエーション団体

①　対象となるスポーツ・レクリ
エーション活動団体及び個人の
８割支給を目指す。
②　スポーツ・レクリエーションの
活動を継続させるとともに活性化
を図る。

市公式ホームページ、SNSでの
情報発信、対象となる団体及び
個人へ郵送によるお知らせ、12
月の学校開放調整会議及び12
月の地区体育館調整会議で周
知

R5.12.20 R6.3.31 6,569,853 6,569,853
事業者
支援

令和6年1月4日申請受付開始
令和6年2月9日第1回支払い
令和6年2月20日第2回支払い
令和6年2月29日申請期限延長（3月10日まで）
令和6年3月8日第3回支払い
令和6年3月10日申請受付終了
令和6年3月19日第4回支払い
令和6年3月25日第5回支払い

市内のスポーツ・レクリエー
ション団体391団体に対し、予
算の6割を支給した。

スポーツ・レクリエーション活
動を実施している団体及び市
民に対し、活動の支援をする
ことができた。

スポーツ
推進課

15
商店街所管街路灯LED
化事業

①
燃料や資源価格の高騰は物価の上昇を引き起こし、市民生活に
大きな影響を及ぼしている。エネルギー価格高騰の影響を受けて
いる市内商店街に対し、商店街が設置している街路灯のＬＥＤ化を
支援することで、電気料金の削減や脱炭素化を推進し、市民生活
の安定と商店街の活性化を図ることを目的とする。
②、③
負担金、補助及び交付金　11,528千円
　西武地区　4,075,000円
　宮寺二本木地区　7,453,000円
④
(1)　商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）に規定する商店
街振興組合その他の一定の地域において商店が集団形態をとり
共同事業等の事業活動を行う団体
(2)　入間市商工会

① 西武地区95本、宮寺・二本木
地区185本の街路灯のＬＥＤ化を
目指す。
② 電気料金の削減や脱炭素化
を推進すると伴に、商店街のイ
メージ向上、賑わいの創出、商
店街への来街促進など商店街の
活性化を図る。

入間市商工会等を通じて周知 R6.1.25 R7.3.31 11,511,500 11,511,500
事業者
支援

12/26 西武地区分 補助金等交付申請書受付
1/5   西武地区分 補助金等交付決定通知
2/20  宮寺地区分 補助金等交付申請書受付
2/26　宮寺地区分 補助金等交付決定通知
3/18　西武地区分（94本分）実績報告書、補助金等交付請
求書受付
R6.7/20　宮寺地区分（102本分）工事完了
R6.7/31　宮寺地区分　実績報告書、補助金等交付請求書
受付

当初の対象本数185本から工
事数は102本となった

電気料金の削減や脱炭素化
を推進することができた。

商工観光
課

16
入間市産業文化セン
ター光熱水費高騰分

①
地方公共団体が運営する直接住民の用に供する施設である産業
文化センターにおいて、エネルギー価格高騰の影響を受けている
光熱水費高騰分として実施するもの。
②、③
委託料（光熱水費不足分）　13,000千円
④
入間市産業文化センター（指定管理者）

令和6年3月までに補填する。
市公式ホームページで周知す
る。

R6.1.29 R6.2.8 12,826,500 12,826,500
生活者
支援

1/29 変更基本協定及び変更年度協定を締結
2/8　請求書受理
2/29　支払い

令和6年3月までに補填でき
た。

施設を安定的に運営すること
ができ、市民サービスの維持
に寄与した。

地域振興
課


